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≪略歴≫
• 1985年（昭和60年）生まれ、群馬県沼田市出身
• 早稲田大学理工学部応用化学科・同大学院卒
• 平成22年 IT系上場企業入社、経理実務全般を経験
• 平成24年 税理士法人トーマツ（現デロイトトーマツ税理士法人）高崎事務所に入社、東証1部上場企業含む法人税務顧問、税務調査対応、組

織再編、IPO支援、税務DD業務、セミナー講師、資産税実務を経験。
• 平成30年７月 税理士として独立開業（浦和支部所属）
• 令和３年４月 不動産鑑定士としても開業（埼玉県知事登録）
• 現在 不動産・非上場株式の評価実務を中心に全国の税理士からの依頼に対応する傍ら、全国の税理士会支部研修講師、書籍執筆を行っている。
≪主な著書≫
「事例でつかむ 税務に活かす不動産鑑定評価」（2024/10，税務経理協会）
「相続税評価の減価要因を見落とさない！ ケーススタディ 机上・役所・現地調査の着眼点」（2026/1，ぎょうせい）
「頻出事例・スキームにみる 非上場株式の評価Q&A70」（2026/3，中央経済社）
「事例で考える税理士が悩む土地・建物の評価の実務―財産評価通達の適用、評価方針、評価単位―」（2026/7，税務研究会）
≪連載≫
月刊税理「税理士・不動産鑑定士がポイント解説！ ケーススタディ 土地評価の実務」（2025/4～，ぎょうせい）

井上 幹康（いのうえ みきやす）
Chatwork QRコード X（旧Twitter）QRコード
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• はじめに
• 普通借地権（旧借地法の借地権含む）関係
➢ 地主（個人）・借地人（個人）のケース
➢ 地主（個人）・借地人（法人）のケース
➢ 地主（法人）・借地人（個人）のケース
➢ 地主（法人）・借地人（法人）のケース



はじめに



税法により異なる借地権の範囲
-本研修で取り扱う借地権-
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法人税法上の借地権

地上権又は土地の賃借権（法令137）

所得税法上の借地権

建物・構築物の所有を目的とする
地上権若しくは土地の賃借権（所令79）

相続税法上の借地権

建物の所有を目的とする
地上権若しくは土地の賃借権（評価通達9(5)）
＝借地借家法（旧借地法含む）の借地権

本研修で取り扱う借地権



事例：地代無償の地上権が設定されている土地の評価
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質問
• 土地所有者：被相続人（社会福祉法人の理事長）
• 建物所有者：社会福祉法人
• 土地登記簿の権利部（乙区）に地上権の設定登記あり

• 土地の固定資産税・都市計画税：ゼロ※
※固定資産税の非課税制度（地方税法348）は、所有権者が社会福祉事業を経営する者である
か否かを問わない。直接的に社会福祉事業の用に供されていれば、個人所有の土地であって
も非課税となる（有償貸付の場合除く）。

• 地代の授受：無償

この土地の相続税評価額はどうなるか。

回答
土地の相続税評価額＝自用地評価額×借地権割合



相続税・贈与税の財産評価における借地権割合と底地割合
-借地権割合70%を例に-
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借地権割合
（無色部分）

0％

20%

70％

100%

6％ 1.8％ 0％ 地代率

借地権割合

底地割合

底地割合
（グレー部分）

100％

80%

30％

０%

斜線部：S43個別通達により同族会社の株式評価上、
借地権相当額として計上

相当地代（改訂型）
(相当地代通達3(1),6(1))
無償返還届出書〇
(相当地代通達5,8)

相当地代(固定型)
(相当地代通達4,7)

通常の地代
(評価通達25,27)

使用貸借
(使用貸借通達3)
(相当地代通達8(注))

=(1-0.7)×6%

出典：渡辺淑夫・小林栢弘共著「第四次改訂 借地権課税辞典」（ぎょうせい,H19.12）176頁を基に講師加筆



地主（個人）・借地権人（個人）のケース













事例：生計を一にする親族間での地代の授受
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前提
• 甲と乙（甲の子）は同一生計
• 乙が甲所有の土地に建物を建築し、甲へ通常の地代（公租公課倍率3倍）を支払う。

質問
所得税法56条により甲乙間での地代の授受はなかったものとみなされるため、使用貸借と同様に
考えて、借地権者乙に対して借地権のみなし贈与（相法9）はないと考えてよいか。

甲

乙

通常の地代
（公租公課倍率3倍）

必要経費×
（所法56）

収入金額×
（所法56）







事例：公租公課倍率2倍未満の低額地代の場合
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前提
土地
所在地：東京都23区某所、駅前商業地（相続税借地権割合C：70％）
土地所有者：被相続人甲（令和3年相続開始）
建物
用途：築古の貸店舗ビル
建物所有者：個人10名共有（個人甲とは親族関係無し）
土地の借り貸しの状況
賃貸借契約書：あり（契約更新されている契約、地代増額改訂されている契約もあり）
権利金の授受：なし
地代水準：公租公課倍率約1.3～1.8倍（通常の地代水準）
その他：甲は受取地代を不動産所得として確定申告している

質問
被相続人甲の土地評価額は？（土地の貸し借りは使用貸借か賃貸借か？）
使用貸借→自用地
賃貸借→底地























事例：相続を機に相当の地代の支払いをやめた場合
-東京地方税理士会HP（R4.11,TAINS）-
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質問
私が所有する土地の上に、母所有の賃貸アパートがあり、相当の地代を収受することとしていた
が、地代の上昇にも関わらず地代の改訂を行っていないため、地代の金額は相当の地代に満たな
くなっていた。
母に相続が発生し、私の子がこの賃貸アパートを遺贈により取得したため、私は子に対し、この
敷地を無償で貸すこととした。課税関係はどのようになるのだろうか。

子（私）

相当の地代
（固定型）

子（私）

孫

①母の相続
建物は遺贈で孫へ

②使用貸借に変更

母





























相当の地代を引き下げた場合
-講師事例-
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前提
• 地主：社長、借地権者：同族会社で土地賃貸借契約締結（平成27年）
• 契約時は業績好調だったため、相当の地代方式（固定型）8,000,000円/年を採用
• しかし、コロナ禍で業績が相当悪化したため、社長が同族会社の資金繰りを考慮して

令和2年から地代を半額の4,000,000円/年に減額した

課税関係
• 相続税借地権割合C：70％
• 令和2年の更地価格：200,000,000円
• 過去3年の土地の相続税評価額の平均：160,000,000円
• 令和2年における相当の地代：160,000,000円×年6％ =9,600,000円/年
• 借地権の認定課税額：200,000,000円×（1－4,000,000円/9,600,000円）

≒116,666,666円＜200,000,000円×70％
同族会社 → 借地権116,666,666 / 受贈益116,666,666
社長個人 → 実際に収入した金額がないため課税関係は生じない（所法36①）

借地権の設定は所法59①適用なし（所基通59-5）





















事例：借地権認定課税の除斥期間経過後に土地建物一体
譲渡した場合の借地権の取得費（譲渡原価）
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前提
土地建物の利用状況
• 昭和○○年にA社が貸店舗事務所ビル建設
• 土地賃貸借契約書なし（無償返還届出書提出なし）
• 過去に遡って元帳等を確認した限り、土地公租公課の3倍
程度の支払いが継続している

借地権の認定課税等
• A社に対して借地権の認定課税なし（除斥期間経過）
• BS及び別表5⑴いずれにも借地権はなし

質問
令和8年中に第三者に土地建物一体譲渡を予定している。
譲渡対価のうち借地権相当（土地の譲渡対価×借地権割合）
は、A社に帰属するが、借地権の取得費（譲渡原価）として
除斥期間経過済みの借地権を計上できるか。

土地所有者（甲）

建物所有者（A社）

〇A社の株主構成・・・甲 100%





事例：無償返還届出書提出済の底地の評価単位
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土地
所有者：被相続人
相続開始日の利用状況：建物所有目的で同族会社
に賃貸（土地賃貸借契約書あり・無償返還届出書
提出済）

建物
所有者：同族会社（被相続人の親族が株主）
相続開始日の利用状況：
建物①コンビニに賃貸
建物②被相続人の長男に事業用建物として賃貸

土地の評価単位は？

路線価図（出典：全国地価マップ）

建物①

建物②

1,613.18㎡




















